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2019/5/4 企業D

＊ｻﾑｽﾝ「総崩れ」6割減益…1～3月　ﾊﾟﾈﾙ3年ぶり赤字
韓国ｻﾑｽﾝ電子の業績は「総崩れ」の様相を呈している。30日に発表し2019
年1～3月期連結決算で示された部門損益で、有機ELﾊﾟﾈﾙなどのﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ部
門が3年ぶりに赤字に転落し、半導体とｽﾏﾎは4割以上の減益となった。韓国
の2割を占めるｻﾑｽﾝは韓国経済を大きく左右する。
・米中貿易摩擦などで世界景気が減速し、輸出が落ち込んだことが主な要因だ。
・韓国ｱﾅﾘｽﾄは「収益柱の3部門が全て苦戦し、牽引役が見当たらない」という。

＊ｱｯﾌﾟﾙ、業績回復に道筋…1～3月減収減益　中国が回復基調
米ｱｯﾌﾟﾙの業績が最悪期を抜け出しつつある。4月30日発表した2019年1～3月期決算は2四半期
連続で減収減益となったものの、ｱﾅﾘｽﾄ向けの電話会見では、不振の引き金となった中国事業が
回復基調にあると繰り返し示された。次の収益源と位置付けるｱﾌﾟﾘ配信などｻｰﾋﾞｽ部門も伸びた。
・不振の震源地の中華圏の19年1～3月期の売上高は前年同期比22%減で2四半期連続で2ｹﾀ減と
なった。落ち込み幅は10～12月期の27%に比べ5㌽改善。
・ｱﾅﾘｽﾄが注目するのが、ｱｯﾌﾟﾙ・ﾐｭｰｼﾞｯｸやｱﾌﾟﾘ配信などｻｰﾋﾞｽ部門の成長力。米国でｱｯﾌﾟﾙ・
ﾐｭｰｼﾞｯｸの会員数がｽｳｪｰﾃﾞﾝのｽﾎﾟﾃｨﾌｧｲを抜いたという。

＊5G特許出願　中国が攻勢…ｼｪｱ、４Gの1.5倍「自動運転等主導権狙う」
次世代通信規格「５G」に関する特許出願数で中国が34%と、現行の４G の1.5倍以上のｼｪｱを握ること
が分かった。４G では欧米が製品の製造に欠かせない標準必須特許（SEP)を握ったが、次世代産業
のｲﾝﾌﾗとして注目される５Gでは中国が存在感を増す。特許数は自動運転など各国の新産業の育成
や次世代の国力をも左右する。各種ｻｰﾋﾞｽでも中国が米国をしのぐ存在になる可能性がある。
・SEPは事業を進める上で代替が効かない技術の特許。ｽﾏﾎでは出荷価格の2%が特許使用料。
・独特許ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ会社のIPﾘﾃｨｯｸｽによると、3月時点での５G通信で必須となるSEPの出願数で中国
は34.02%のｼｪｱを持つ。出願件数が最も多い企業は華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）で、ｼｪｱは15.05%だった。5位
に中興通訊（ZTE)、中国電信化学技術研究院（CATT)が9位。
・通信の場合、技術の特許の積み重ねであり、５Gになっても、３G、４Gの特許が引き続き使用。使わ
れる頻度の高い重要な特許を握るかがどうかが大きい。

＊ﾌｯ素化学品に1000億円・・・ﾀﾞｲｷﾝ　５G半導体向け強化
ﾀﾞｲｷﾝ工業は2022年度までに、半導体向けﾌｯ素化学品の増産に1000億円を投資する。半導体製
造装置の部材に使うﾌｯ素樹脂の生産能力を倍増する。強い酸性やｱﾙｶﾘ性の薬品を使うため、半
導体製造装置の部材には耐久性が求められる。次世代通信規格「５G」などで半導体とともにﾌｯ素
樹脂への需要が拡大するとみて大型投資に踏み切る。
・中国で500億円を投じ、江蘇省常熟市の既存工場近くに第2工場を建てる。23年の稼働を1年前倒
しで量産を始める。残りの500億円は日米の増産投資や新商品の生産、欧州での自動車向け研究
開発拠点に充てる。
・世界の半導体市場は夏ごろまで厳しいと予測。中長期では５Gや自動運転など車載向けに成長
が続くと見ている。

＊中国新市場にじむ国策色…習氏、半導体内製化急ぐ「夏に上場第１弾」
中国の新しい株式市場「科創板」の創設準備が大詰めを迎えている。米中貿易戦争の焦点である
半導体関連が先行し、10社超が上場申請を済ませた。夏にも第1号銘柄が株式を公開する見通し
だ。米国での上場が難しくなるとみて国内で資金調達の場を設けた格好で、国策色が強くにじむ。
当局は株価の乱高下を警戒するが、市場では上場企業の乱造につながるとの懸念もある。
・上海社会科学院の周宇主任は「中興通訊（ZTE)が米国の制裁を受けたのを契機に、習指導部は
半導体の内製化をより急ぐようになった」と話す。多くの産業分野で先進国に追いつきつつある中
国だが、半導体はなお遅れを取る。国産比率は10～20%に留まり、要の製造装置の大半は輸入に
頼る。

＊新興国危機　備え強化…日中韓・ASEAN　円・元も交換対象
日中韓と東南ｱｼﾞｱ諸国連合（ASEAN)は2日に財務相・中央銀行総裁会議を開き、新興国の金融
危機に備えた通貨交換の枠組みを強化することで合意した。資本の流出が起きた国に期間を定め
ず米㌦を供給するほか、円や人民元も交換対象とすることを目指す。世界的な金融緩和で投機的
なﾏﾈｰが膨らむ中、新興国発の不安を抑える狙いがある。日中韓とASEANの財務相会議で創設し
た「ﾁｪﾝﾏｲ・ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ」と呼ぶ通貨協定を強化する。
・協定に参加する国は外貨準備を融通する。通貨安で資本流出の恐れがある新興国が自国通貨
を㌦と交換し、通貨安に備える仕組みだ。
・中国人民銀行の陳雨露副総裁も記者会見で「現地通貨の導入は象徴的な意義があり、1つの通
貨に依存するﾘｽｸを分散できる」と語る。
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＊中国新ｴﾈ車本格生産…ﾄﾖﾀ、22年に最大40万台
ﾄﾖﾀ自動車は中国で電気自動車（EV)など新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の生産を本格化する。中国での合弁相手で
ある広州汽車集団と運営する工場を増強し、2022年に最大で年40万台の生産能力を設ける。中国
の自動車市場は足元では景気後退により伸び悩んでいるが、中期では大幅に成長し、新ｴﾈ車は
その中核になるとﾄﾖﾀは見ている。総投資額は16億4394万㌦（約1800億円）。ﾄﾖﾀの18年の中国で
の新車販売台数は17年比14%増の147万台と拡大が続いていることに対応。

＊米、産業補助金に圧力…中国経済の要　関税上げ通知へ
ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領が中国製品の関税を10日に引き上げると表明し、9日再開する
米中貿易協議は制裁回避に向けたぎりぎりの交渉となる。米国の態度を硬化させたのは、中国の
産業補助金を巡る問題だ。補助金は中国の「国家資本主義」の根幹をなすが、米国は撤廃を求め
る。中国は高関税を受け入れるか、弱腰批判も覚悟して譲歩するかの選択を迫られる。
・補助金は中国の「国家資本主義」の基盤だ。各省が補助金をてこに産業を誘致し、税収や雇用を
競い合う仕組みは中国の高成長を支えてきた。米国は国有銀行の低利の融資なども補助金の一
部とみなしており、習氏は地方企業や金融機関に与える影響の大きい補助金の撤廃は受け入れ
がたい。さらにWTOﾙｰﾙに抵触しているとなれば、米国が中国に「相殺関税」を課す懸念あり。

＊欧州車　中国依存の傷深く…EU環境規制も重荷「独3社1～3月減益」
欧州自動車大手の業績悪化が鮮明になっている。独大手3社の2019年1～3月
期の純利益はそろって減少した。VWが2割弱と乗用車ｼｪｱで首位の中国市場の減速が響き、欧州
連合（EU)離脱を控える地元・欧州市場の停滞も響く。21年以降に厳しくなる欧州の環境規制も控
える。中国を成長の原動力にしてきた欧州車が「試練の時代」に直面している。
・独BMWが7日発表した19年1～3月期の決算は、純利益が5億6100万ﾕｰﾛ（約700億円）と前年同
期に比べ75%減った。ｶﾙﾃﾙに伴う罰金への備えとして14億ﾕｰﾛを計上。「世界経済のﾘｽｸは高まっ
ている」とVWの最高財務責任者。

＊米欧企業　2年半ぶり減益…自動車・ITが苦戦「1～3月　中国勢は微増」
世界の企業業績の悪化が続いている。2019年１～3月は日米欧ｱｼﾞｱの4地域・国で主要企業が最
終減益となった模様だ。中国景気減速の影響が各国企業に広がり、米欧はおよそ2年半ぶりに減
速に転じた。販売が振るわない自動車や、投資抑制のあおりを受けたITの大手が苦戦をした。中
国の景気対策で中国企業は微増益に転じるなど、世界の企業業績に底入れの兆しもあるが、時期
や回復力には不透明感が漂う。日本とｱｼﾞｱは2四半期連続で2桁の減益だった。
・自動車大手では米ﾌｫｰﾄﾞ・ﾓｰﾀｰが中国での販売台数が半減、中国事業が赤字。独ﾀﾞｲﾑﾗｰなど
欧州自動車も軒並み減益となった。
・中国に地理的・ﾋﾞｼﾞﾈｽ的に近いｱｼﾞｱは25%の減益。台湾半導体電路製造（TSMC）は3割の最終
減益。「顧客の在庫調整などの影響を受けた」（CEO)。
・日本は4月26日時点で13%の減益。ﾌｧﾅｯｸは工作機械販売減で44%減益。半導体製造装置の東京
ｴﾚｸﾄﾛﾝも1割強の減益。

＊米中経済に追い打ち…関税の応酬「ﾁｷﾝﾚｰｽ」
米中貿易戦争の懸念が再燃している。米国は２千億㌦（約22兆円）分の中国製品への関税を10日
に現在の10%から25%に引き上げると表明した。家電や家具が含まれ、米消費者に与える打撃は大
きい。米中両国の関税の応酬はすでに貿易の減少を招いた。関税をさらに引き上げる「ﾁｷﾝﾚｰｽ」
は米中景気を下押しし、企業も抜本的な生産体制の見直しが避けられない。
・対米の報復関税で割高になった米国産大豆の需要が落ち込む。18年の米国産大豆の輸入量は
1664万㌧と前年からほぼ半減した。米国の農家は収入減を余儀なくされた。
・米調査会社ﾄﾚｰﾄﾞ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟは第3弾の関税引き上げで93万人、第4弾の発動で216万人の米
雇用が失われると見込む。
＊台湾、中国ﾈｯﾄ企業排除…動画ｻｲﾄなど　規制強化
台湾の蔡英文政権が、中国のﾈｯﾄ系企業に対する警戒感を強めている。中国版の米ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽと
呼ばれる人気の動画配信大手の愛奇芸（iQIYI)を、このほど違法営業として閉め出す方針を決め
た。騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）系の動画ｻｰﾋﾞｽの台湾進出も拒む考えだ。背景には来年の総選挙も踏ま
え、中国がﾈｯﾄを通じて台湾世論への影響力を強め、統一をも引き寄せよう、との危機感がある。
・中国、情報統制巧妙に・・中国当局は、既に自国内ではﾈｯﾄを通じて国民を監視し、世論を誘導す
る仕組みをほぼ完全に構築している。台湾はそんな中国に恐れを抱く。
・実際、中国の世論誘導の威力は絶大だ。「ﾈｯﾄの長城」と呼ばれるﾈｯﾄ監視ｼｽﾃﾑ「金盾工程」が
2006年に本格稼働以降、次々と米ﾈｯﾄ大手の排除に動いた。
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＊「株価10倍」ｱｼﾞｱ1600社…過去10年、世界の半数占める
世界経済の減速感が強まるなか、ｱｼﾞｱ企業が株式市場での評価を着実に高めている。過去10年
で時価総額を10倍以上に増やした成長企業「ﾃﾝﾊﾞｶﾞｰ」を調べたところ、ｱｼﾞｱ企業（日本除く）は
1679社と世界全体の半数を占めた。業種別では消費関連やIT、医療などが上位に入った。ｱｼﾞｱの
経済成長に伴う内需の拡大を取り囲み、企業価値の増大につなげている。
・首位は中国ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ大手、騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）。時価総額は33倍の4378億㌦（約48兆円）に拡
大。2位の貴州茅台酒は伝統的な蒸留酒「白酒」を製造、売上高純利益は5割。3位はタタ・ｺﾝｻﾙﾀﾝ
ｼｰ・ｻｰﾋﾞｼｽﾞ（TCS）。

＊ｲｵﾝ、ミャﾝﾏｰに大型店…まずﾔﾝｺﾞﾝ　中間層を取り込む
10日、ﾔﾝｺﾞﾝ近郊に大型ｽｰﾊﾟｰを開店する。約2800㎡で食料品に加え、衣料品や家電製品の売り
場を充実される。商品点数はﾔﾝｺﾞﾝなどの14か所あるがその約1.5倍の1万品目の品ぞろえ、中間
層を対象。

＊米中　土壇場の協議…不調なら関税合戦
米中両国は9～10日に閣僚級会議を開く。米国は10日に中国製品の関税を引き上げると通知し、
中国も報復関税をかける構えだ。中国側は「国家資本主義」の根幹をなす補助金の抜本見直しを
拒んでいるとされ、合意の道筋はみえない。関税上げが効力を持つまで数週間かかるとの見方が
あるが、関税合戦の再燃は世界経済を不安定にしかねない。
・米政権は現時点で制裁を課していない残りすべての中国製品（約3250億㌦分）を対象に「関税第
4弾」を検討している。
・国際通貨基金（IMF)は米中が相互に全輸入品に25%の関税をかければ、米国は成長率が0.6㌽、
中国は1.5㌽下揺れすると試算する。

＊米の対中貿易赤字　3年ぶり低水準に…3月、輸入低調で6.2%減
米商務省が9日発表した3月の貿易統計（通関ﾍﾟｰｽ、季節調整済み）によると、
対中国のﾓﾉの貿易赤字は282億6600万㌦（3兆１千億円）と前月に比べて6.2%減った。約3年ぶりの
低水準。制裁関税を幅広く課している輸入が落ち込んだ。関税を引き上げて貿易戦争が激しくなれ
ば、影響がさらに広がりそうだ。
・対中赤字は3ヵ月連続で前月実績を下回り、およそ2年半ぶりの低水準だった。
・19年5月10日に2千億㌦分の関税を現在の10%から25%に引き上げれば中国からの輸入がさらに
減り、米中経済に値上がりや生産停滞といった影響が膨らむのは必至だ。
・対日赤字は8.8%減、61億㌦。中国、ﾒｷｼｺに次ぐ3位でなお高水準にある。

＊ｱﾌﾟﾘで治療　普及前夜…ﾃﾞｰﾀ活用　新薬開発効率化
製薬会社がｽﾏﾎを活用した「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ治療」に乗り出す。塩野義製薬は2019年中に
、発達障害の一種である注意欠陥多動性障害（ADHD）を治療するﾋﾞﾃﾞｵｹﾞｰﾑｱﾌﾟﾘの臨床試験（治
験）を国内で始める。大塚製薬はｾﾝｻｰとｱﾌﾟﾘを組み合わせ、うつ病治療薬の効果を高める。ﾃﾞｼﾞﾀ
ﾙ技術を使えば1000億円規模とされる新薬開発を効率化でき、後発薬への対抗策にもなる。
⦿世界の製薬大手が相次ぎ治療用ｱﾌﾟﾘに参入
　・塩野義製薬＝ADHD治療薬ﾋﾞﾃﾞｵｹﾞｰﾑｱﾌﾟﾘの治験を19年内に国内で開始。
　・大塚製薬＝ｾﾝｻｰ内蔵のうつ病治療薬を19年内にも米国で発売
　・大日本住友製薬＝認知症に伴う症状を緩和させるｱﾌﾟﾘ開発に着手
　・ﾌｧｲｻﾞｰ＝米ｱｷﾘ･ｲﾝﾀﾗｸﾃｨﾌﾞ・ﾗﾌﾞｽﾞと14年に提携
　・ﾉﾍﾞﾙﾃｨｽ＝米ﾋﾟｱ・ｾﾗﾋﾟｭｰﾃｨｸｽと18年提携

＊ｱｼﾞｱの通信大手　再編加速…ﾏﾚｰｼｱのｱｼｱﾀ、外資と合併交渉
ｱｼﾞｱの通信業界で再編の動きが活発になっている。ﾉﾙｳｪ-大手のﾃﾚﾉｰﾙとﾏﾚｰ
ｼｱ大手のｱｼｱﾀ・ｸﾞﾙｰﾌﾟがｱｼﾞｱ事業の合併交渉を始めた。次世代通信規格５G
などに備え、投資余力を高める。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾃﾚｺﾑ（ｼﾝｸﾞﾃﾙ）やﾍﾞﾄﾅﾑ軍隊通信
ｸﾞﾙｰﾌﾟ（ﾍﾞﾄﾃﾙ）と合わせ、３陣営を軸に再編が進む可能性がある。ｶﾝﾎﾞｼﾞｱなど
成長市場を巡り、争奪戦が激しくなりそうだ。

＊台湾・蔡英文政権が警戒する主な中国企業と今後の対応策
①愛奇芸（ﾊﾞｲﾄﾞｳ系）、騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）「問題事業・ｻｰﾋﾞｽ『動画配信サイト』」
　　懸念内容＝統一を受け入れさせる政治的ﾒｯｾｰｼﾞの拡販
　　今後対応＝台湾での事業展開の規制を強化し、実質的に排除
②華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）、中興通訊（ZTE)「問題事業・ｻｰﾋﾞｽ『通信機器、ｽﾏﾎ等』」
③ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ、ﾀﾞｰﾌｧ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ「問題事業・ｻｰﾋﾞｽ『監視ｶﾒﾗ』」
　　（杭州海康威視数字技術（ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ）、浙江大華技術（ﾀﾞｰﾌｧ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ））
④海能達通信（ﾊｲﾃﾗ）「問題事業・ｻｰﾋﾞｽ『警察・軍などの特定用途無線』」
　　②③④に対する
　　懸念内容＝ｻｲﾊﾞｰ攻撃やｽﾊﾟｲ行為に活用され、台湾の安全保障を脅かす
　　今後対応＝７月をﾒﾄﾞに、公的機関や公営企業などの調達から排除する
　　　　　　　　　企業の「ﾌﾞﾗｯｸﾘｽﾄ」を公表する
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2019/5/11 東南ｱｼﾞｱ

2019/5/11 医薬

＊小野薬、ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞ懸念…前期2%増益も株価一時10%安
小野薬品工業が9日発表した2019年3月期の連結決算は、純利益が前の期比
2%増の515億円だった。がん免疫薬「ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞ」の治療対象が拡大し（腎細胞がんなど）、薬価引き
下げの影響を吸収した。ただ同薬を巡る複数の懸念材料が浮上し、株価は一時前日比10%安まで
下落。売上収益は10%増の2886億円。
・9日に厚生労働省が同薬を投与した患者11人に副作用とみられる脳の機能障害が起きたと発表
したこと。報道と同時に株価下落幅、拡大。
・本庶教授との溝が深い。本庶氏が特許契約の見直しを求めている。

＊田辺三菱製薬　米欧新薬へ我慢の投資…脱ﾛｲﾔﾙﾃｨｰ依存へ
田辺三菱製薬がﾛｲﾔﾙﾃｨｰに依存する事業構造の見直しを迫られている。ｽｲｽ製薬大手ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ
との係争で数百億円規模の減益状態が続く可能性が出てきた。財務が悪化するなか、年800億円
規模の研究開発投資を維持する。高い薬価が見込める米欧で新薬開発に力を入れ、将来の収益
の柱に育てる考えだ。
・係争によりﾛｲﾔﾙﾃｨｰ収入が192億円と前期の3分の1以下に落ち込む。
・今後の鍵を握るのは米欧で開発を進める新薬候補。ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞﾜｸﾁﾝは21年度、ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病治療
薬は22年度の発売を目指す。
＊大日本住友製薬純利益1%増…今期見通し
大日本住友製薬は10日、2020年3月期の連結純利益が前年比1%増の490億円となる見通し。主力
の抗精神病薬「ﾗﾂｰﾀﾞ」が競合薬の台頭で減速の見込み。新薬の開発に備えた費用が増えるが、
前期にﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病新薬の発売の遅れで減損損失を計上した反動もあり増益を維持する。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、純利益2%増…今期、北米・ｲﾝﾄﾞ伸びる
ﾀﾞｲｷﾝ工業は9日、2020年3月期の連結純利益が前期比2%増の1930億円になる見通しだと発表し
た。空調事業は景気減速で中国が苦戦するが、北米とｲﾝﾄﾞなど新興国の販売が拡大する。売上高
は2兆6700億円、営業利益は3%増の2850億円、7期連続で最高となる。
空調事業は中国を除く主要地域で好調。北米は10%増を見込む。ｲﾝﾄﾞなどでは
省エネ性能の高い家庭用ｴｱｺﾝが伸びる。ﾀﾞｲｷﾝは米国で販売するｴｱｺﾝに中国製の圧縮機を採
用。今月からはﾊﾟﾅｿﾆｯｸがﾏﾚｰｼｱで製造、圧縮機に切り替える。中国製部品については税引き上
げの影響を吸収できるよう対応を検討する。
・19年3月期の連結決算は売上8%増の2兆4811億円、営業利益が9%増の2762億円だった。純利益
は横ばいの1890億円だった。
・米中貿易摩擦による関税の引き上げは営業利益ﾍﾞｰｽで60億円の減益要因となるが、調達先の
変更でｺｽﾄ増を吸収する予定。

＊塩野義、純利益22%増（前期）
塩野義製薬が9日発表した2019年3月期連結決算は、純利益が前の期比22%増の1327億円と3期
連続で最高益を更新した。抗HIV薬に関するﾛｲﾔﾘﾃｨｰ収入が大幅に増えた。新しい抗ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ薬
「ｿﾞﾌﾙｰｻﾞ」の売れ行きも好調で、世界販売を担うｽｲｽ製薬大手ﾛｼｭからの一時金収入も業績を底
上げした。
＊中国IT大手　香港でﾈｯﾄ銀行…ｱｼﾞｱ展開を視野に
ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下のｱﾝﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ大手の小米（ｼｬｵﾐ）など中国の有
力なﾃｯｸ企業が相次ぎ香港で金融管理局がｲﾝﾀｰﾈｯﾄ専業銀行にあたる仮想銀
行の免許を交付した。中国本土に比べ、規制の厳しい香港で伝統的な大手銀行
に挑み、本格的な海外進出につなげる狙いがある。
⦿中国ﾃｯｸ企業が銀行業に本格進出（香港で免許を取得した8陣営）
小米＝
ｽﾏﾎ世界4位、投資銀行のAMTDと協力。ｱﾘﾊﾞﾊﾞ＝ｽﾏﾎ決済を手掛ける傘下のｱﾝﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙが
参入。中国平安保険=ﾌｨﾝﾃｯｸ子会社のﾜﾝｺﾈｸﾄが参入。ﾃﾝｾﾝﾄ＝中国工商銀行や香港取引所な
どと企業連合体を組成。先行して免許を取得済
京東＝
中国ﾈｯﾄ2位、中国銀行香港などと参入。衆安保険＝中国ﾈｯﾄ保険大手、不動産会社と組んで参
入。ｼｰﾄﾘｯﾌﾟ＝中国旅行ｻｲﾄ最大手、英銀中心の枠組みに参加。WeLab＝香港のﾌｨﾝﾃｯｸ企業。
　＊ﾏﾊﾃｨｰﾙ氏　いばら道…支持率5割下回る
1957年の独立以来の初の政権交代が10日で1年となったﾏﾚｰｼｱのﾏﾊﾃｨｰﾙ首相の支持率が下降
線をたどっている。腐敗の象徴だったﾅｼﾞﾌﾞ前首相を起訴し、消費税を廃止するなど国民の関心が
高い政策に注力してきたが、財政再建路線は後退が目立つ。成長戦略も具体化には遠く、2年目
の政権運営は厳しさ増す。
・前政権時代の負の遺産を掘り起こした結果、負担が増えるというｼﾞﾚﾝﾏを生む。
・7千億ﾘﾝｷﾞ弱という国の債務が1兆ﾘﾝｷﾞを越え、歳出の削減が急務だ。
・税収の4分の1を占めていた消費税を政権公約通り廃止したため、安定収入源は細っている。
・先進国入り後を見据えた中長期の成長戦略作りが急務。東南ｱｼﾞｱ研究所のｹｲｼｰ・ﾘｰ上級研究
員は「中所得国のわな」に陥っていると警鐘をならす。
・かって激しく敵対していたｱﾝﾜｰﾙ元副首相に禅譲すると公言。2人の関係が再びこじれれば、ﾏﾚｰ
ｼｱ政治は混乱状態の陥りかねない。
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＊貿易摩擦　痛み中国に…物価、米に安定「ﾄﾗﾝﾌﾟ政権　強気のわけ」
日本経済新聞の調査では、米国が制裁対象とする中国からの輸入品は独自性が乏しく、関税を課
されても値上げしにくいものが7割を占めることがわかった。実際、米消費者物価は安定していると
はいえ、、ﾄﾗﾝﾌﾟ流の保護主義政策がさらに強まるなら、いずれ米経済にも悪影響が広がる可能性
が高い。
・物価には多くの要因が影響する。「中国からの輸入品の米国での販売価格が関税で押し上げら
れている」様子は見受けられない。むしろ「中国企業が輸出価格を引き下げている」可能性がある。
・根底には中国経済が独自の魅力が薄い製品の大量生産に依存し、産業競争力で他の新興国と
さほど大きな差をつけられていないことがある。米政府は他国品で代替できないものは避けてい
る。
・米中間の貿易戦争はこれまでのところ、米国ﾍﾟｰｽで進んでいるとみてよさそう。
　

＊大正製薬HD、41%減益…今期最終　株式売却益なくなる
大正製薬HDは13日、2020年3月期の連結純利益が前期比41%減の285億円になりそうだと発表し
た。前期に計上した持ち分法適用会社の株式売却益がなくなる。他社の後発品の攻勢で主力薬の
一角で売り上げが減少する。売上高は3%減の2535億円。18年7月に富士ﾌｲﾙﾑHDに売却した富山
化学工業が外れる影響が大きい。ﾄﾞﾘﾝｸ剤は19年に開催されるﾗｸﾞﾋﾞｰﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ（W杯）に関連した
販促を強化する。営業利益は14%増の355億円。18年に早期退職を募集、人件費の圧縮を見込
む。

＊世界の供給網を直撃…米の対中関税第4弾
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権は13日、中国からの輸入品すべて制裁関税を拡大する「第4弾」の詳細案を公表す
る。ｽﾏﾎやﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝなど消費者の身近なﾊｲﾃｸ製品にも25%の関税が上乗せされる懸念がある。日
本や韓国、台湾などｱｼﾞｱに広がるｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）への影響も避けられない。
・iPhone価格押し上げ・・第4弾の検討対象は中国からの輸入品の残り全ての3250億㌦分だ。製品
群別で最も多いのは携帯電話（432億㌦）が続く。日本企業が高いｼｪｱを誇るﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗも対象にな
る。
・ｱｼﾞｱで混乱も・・これまでは「輸入総額に占める対中依存度が高く、中国以外での代替調達も難し
い」（USTR高官）として制裁関税の対象から外していた。現実に関税が引き上げれば米国だけでな
く、ｱｼﾞｱに広がるｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが混乱だ。
・家計に痛手・・第4弾は家計を直撃する消費財が多い。第4弾の対象品目のうち、消費財は全体
の40%を占める。1，2弾は1%、3弾でも24%だった。
・歴史的な規模に・・米国の平均関税率はもともと1.5%程度だった。第4弾を発動すれば8%に上昇す
る。1930年前後の大恐慌を悪化させた「ｽﾑｰﾄ･ﾎｰﾘｰ法」で追加関税を課した際の6%を上回る可能
性がある。

＊ｴｰｻﾞｲ、純利益14%増…今期、抗がん剤の販売好調
ｴｰｻﾞｲは13日、2020年3月期の連結純利益が前期比14%増の720億円となる見通し。14年3月期に
国際会計基準に移行してから最高になる。抗がん剤「ﾚﾝﾋﾞﾏ」が米国などで利用の承認を得て販売
が伸びている。3月に認知症薬の開発を中止したが、今期はﾚﾝﾋﾞﾏの伸びも支えに別の認知症薬
の開発に力を注ぐ。
＊明治HD、純利益1%増…前期、ﾜｸﾁﾝ販売寄与
明治HDが13日発表した2019年3月期の連結純利益は前の期比1%増の618億円だった。血液製剤
をめぐる不正が発覚した化学血清療法研究所の医薬品事業を
新会社を通じて7月から傘下に収め、ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ向けﾜｸﾁﾝの販売が増えた。

＊水産規制　つれない中国…消費量、日本に迫る「鰻・会議不参加」
香ばしい匂いが食欲をそそる夏の味覚、ｳﾅｷﾞ。近年は養殖に使う稚魚の不漁が深刻で、国際的な
資源保護の強化が欠かせない。ところが、そのための会議に中国は5年連続で参加せず、取り組
みが進まない。中国はｻﾝﾏでも公開の漁獲枠導入に反対する。「中国の穴」をふさぎ、各国が強調
して資源保護を進めなければ、身近だった食材が次々と食卓から遠のきかねない。

＊再生ｴﾈ危機　生産急減…中国勢、低価格で攻勢
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ関連危機の国内生産が急減している。風力関連の生産額は2018年度に100億
円台に落ち込み、9年間で9割減った模様だ。太陽光も同年度の生産額がﾋﾟｰｸから半減した。日本
企業は生産規模の拡大で出遅れ、欧米・中国勢の価格攻勢を受けている。政府は再生ｴﾈを成長
産業と位置付けて国民負担も膨らんでいるが、国内生産空洞化が止まらない状況になっている。
・誤算だったのが12年に導入された再生ｴﾈの買い取り制度（FIT)。太陽光に投資が集中。環境影
響評価に5年ほどかかる風力への投資は敬遠され、日本勢の撤退が相次いだ。
・17年に太陽光ﾊﾟﾈﾙ販売で京セラが国内ｼｪｱ首位から転落し、中国や韓国企業が低価格で攻勢を
かけている。
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＊「中国依存」製品を網羅…米、対中関税第4弾「発動は6月以降」
中国の輸入依存度が低かった第3弾までとは異なり、第4弾は代替がきかない。高い関税が輸入ｺ
ｽﾄの上昇に直結し、短期的に米国の消費者が打撃を受ける恐れがある。日本総合研究所理事の
呉軍華氏は「米国では物価が上がり、ｲﾝﾌﾚへの圧力が高まる」と指摘。
・ﾄﾗﾝﾌﾟ氏は輸入の代替が容易でないことを承知で「第4弾」の追加関税に踏み切った。中国の輸出
体制の根幹を揺さぶることで、中国政府に対して知的財産権の保護などで譲歩を迫る。
・第4弾は米国の家計を直撃する「もろ刃の剣」となる。日本や台湾の部品ﾒｰｶｰなど影響は広範に
及び、関税合戦が世界経済を停滞させかねない。

＊関税合戦　企業戦略を翻弄…供給網の再編　温度差「ｽﾏﾎ部品ﾒｰｶｰ」
第4弾の公表で、日本や台湾など海外ﾒｰｶｰの苦悩が深まっている。米中の貿易協議の行方をにら
み、多大なｺｽﾄのかかる供給網を見直すかどうかで温度差が広がる。一方、低ｺｽﾄの玩具や衣料
品は中国生産を縮小する動きがある。激化する米中貿易戦争に企業が翻弄されている。
・低ｺｽﾄで製造できる玩具や衣料品は生産移管しやすい。米中貿易戦争が長期化すれば、こうした
生産移管が太い流れとなり、世界の工場としての中国の立場を危うくしかねない。
＊米中攻防　6月ﾔﾏ場…ﾄﾗﾝﾌﾟ氏　発動前に首脳会談意向
ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は習近平国家主席と関税発動前に会談する意向も示した。13日に「6月の日本での
20ヵ国・地域（G20）首脳会議に合わせ、習氏と会談することになるだろう」と述べた。中国の譲歩を
得たい考えがにじむ。
・中国が持久戦を選べば、関税によるｺｽﾄ高で米景気が急減速し、ﾄﾗﾝﾌﾟの再選が危うくなる。米中
の貿易戦争が消耗戦に突入するﾘｽｸがある。

＊中国新車販売14%減…4月　減税でも歯止めかからず
中国汽車工業協会は13日、4月の新車販売台数が前年同月比14.6%減の198万台だったと発表し
た。10ヵ月連続で前年実績を下回った。2ｹﾀの減少は2ヵ月ぶり。4月は新たな減税策で販売増が
期待されたが、中国民営最大手の浙江吉利控肢集団も2割減った。新たな減税策でも新車販売の
落ち込みに歯止めがかからなかった。ﾒｰｶｰ別では上海GMが26.7%減、一気VWは0.3%減、上海VW
は10.5%減、吉利も19.3%減。日系ではﾄﾖﾀが19.9%増、ﾎﾝﾀﾞ24.1%増、日産は2.9%減。
・米中貿易戦争が長期化するなか、販売の低迷は今後も続くとの見方。

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売15%減…4月　新政策期待で買い控え
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)が13日発表した4月の新車販売は、前年同月比15%減の31万6221台
だった。5年に1度の総選挙の投票が4月に始まり、5月下旬の新政権発足を前に買い控えが広
がった。景気が振るわない中、新たな景気刺激策の発表を期待する多くの消費者が、新車購入を
見合わせた。乗用車が17%減、商用車が6%減だった。
・降水量が足りなければ農作物の生産量が減って食品のｲﾝﾌﾚにつながる恐れがあるほか、農家
の所得が伸び悩む。消費者が景気の先行きに一段の不安を感じ、新車購入を見送った側面もあ
る。

＊日米企業、供給網見直し…「第4弾」備え警戒
「米中対立は危険水域に入った」。米国が対中関税を上げた10日、米企業業界団体の首脳は会員
企業に「中国からの報復措置に備えよ」とするﾒｰﾙを送った。
⦿対中関税の強化に伴う米企業の対策
　・ｺﾞｰﾌﾟﾛ（ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ）＝米国向けの製造拠点を中国からメキシコに移転
　・ｵｰﾃﾞｨｵ・ｺﾝﾄﾛｰﾙ（音響機器）＝小売店への卸価格8～12%引き上げ
　・ﾊｽﾞﾌﾞﾛ（玩具）＝中国からの調達を7割から6割に縮小
　・ｽｹｯﾁｬｰｽﾞUSA（靴）＝ｲﾝﾄﾞやﾍﾞﾄﾅﾑなど中国以外の生産を拡大
　・ﾎﾟﾗﾘｽ（ｵｰﾄﾊﾞｲなど）＝ﾒｷｼｺへの生産移管を検討
　・ﾗﾝﾀﾞﾑ・ﾊｰﾍﾞｽﾄ（家具）＝中国製品の品ぞろえを縮小
　・ﾗﾝｽ・ｱﾝﾄﾞ・ﾆｯｸｽ（ﾊﾞｯｸﾞ）＝百貨店での販売計画を見直し

＊過度の中国依存是正へ…IMF支援　ﾊﾟｷｽﾀﾝに60億㌦
ﾊﾟｷｽﾀﾝが国際通貨基金（IMF)から約60億㌦（約6600億円）の財政支援を受けることが決まった。
同国は中国主導のｲﾝﾌﾗ事業で国際収支が悪化し、外貨不足の危機に直面する。財政赤字も膨ら
み、IMF支援と引き換えに構造改革に乗り出す。ただ改革の副作用が経済を直撃すればｶｰﾝ政権
の求心力が低下しかねず、南ｱｼﾞｱ情勢が不安定になる懸念もある。
・IMFは12日の声明で拡大信用供与（EFF)と呼ぶ支援枠を用い、39ヵ月かけて60億㌦を融資すると
公表した。
・外貨急減の主因は、前政権が15年に始めた中国の「一帯一路」の関連事業だ。国土を縦断する
「中国ﾊﾟｷｽﾀﾝ経済回廊」（CPEC）のｲﾝﾌﾗ整備で総事業費は約600億㌦に上る。これに伴い中国か
らの輸入が急増し、赤字拡大。
・IMF支援の条件として基礎的財政収支赤字を19年度GDP比0.6%に抑える約束。中国依存が続け
ば、貿易赤字の膨張に歯止めがきかず、焼け石に水のﾘｽｸ。
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＊武田、今期・最終赤字3830億円・・・ｼｬｲｱｰ買収　関連費が重荷
武田薬品工業は14日、20年3月期の最終損益が3830億円の赤字（前期は1091億円の黒字）にな
る見通しと発表した。最終赤字は5期ぶり。ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ製薬大手ｼｬｲｱｰの買収に伴う費用が重荷にな
る。今後はｼｬｲｱｰが手掛ける有望な新薬候補を計画通り販売につなげることが、市場の評価を高
める条件になる。
⦿ｼｬｲｱｰの希少疾患などの新薬候補
　第2段階（開発中期）ー希少疾患（慢性肺疾患、遺伝性の難病）
　第3段階（最終段階）ー消化器、希少疾患（血小板関連、ｳｲﾙｽ感染症）

＊韓国財閥、止まらぬ寡占…文政権の改革効果見えず
韓国でｻﾑｽﾝ、現代自動車など5大財閥への寡占が強まっている。公正取引委員会は15日、2018
年に59ある財閥が稼いだ利益の72%を5大財閥が占めた。公取委は毎年、経済の寡占を防ぐため
資産総額が5兆㌆（約4600億円）以上の企業ｸﾞﾙｰﾌﾟを「公示対象企業集団」に指定する。指定され
ると公正取引法に基づきｸﾞﾙｰﾌﾟの経営情報の開示を義務付けられる。今回は59ｸﾞﾙｰﾌﾟが指定さ
れた。
・「財閥ｽﾅｲﾊﾟｰ」の異名をとった経済学者の金商祚氏を公取委員長に指名し、改革を迫った。た
だ、改革の重点は財閥の不公正な取引や慣行の是正に置いた。結果的に大手財閥への寡占化に
ﾌﾞﾚｰｷはかけられていない。圧倒的な資金力を背景にﾀｺ足的に事業拡張をするため、振興事業が
育たちにくい。

＊鴻海1～3月18%減益…5年ぶり低水準「ｽﾏﾎ不振響く」
電子機器の受託製造ｻｰﾋﾞｽ（EMS)の世界最大手、台湾の鴻海精密工業が14日に発表した2019年
1～3月期連結決算は、純利益が前年同期比18%減の198億台湾㌦（約700億円）だった。米ｱｯﾌﾟﾙ
などのｽﾏﾎﾋﾞｼﾞﾈｽの不振が響いた。米中貿易摩擦の激化で中国生産を軸とする事業ﾓﾃﾞﾙに逆風
も強まり、成長路線に回帰する道が見えない。1～3月期として5年ぶりの低水準となった。
・「第4弾」が実行されれば、鴻海の事業ﾓﾃﾞﾙの根幹が揺さぶられる事態となる。

＊LCC　参入増え消耗戦…ｴｱｱｼﾞｱ、大幅減益「座席数、10年で4倍」
ｱｼﾞｱの航空会社が揺れている各国に生まれた格安航空会社（LCC）で低料金を武器に急成長した
が、新規参入の増加で勢いに陰りが見えてきた。「ｱｼﾞｱLCCの雄」ともされたｴｱｱｼﾞｱ・ｸﾞﾙｰﾌﾟも大
幅減益となった。政府系ﾌﾙｻｰﾋﾞｽｷｬﾘｱは高コスト体質を引きずり、低空飛行が続く。ｱｼﾞｱは世界で
最も需要が伸びる地域だが、航空会社の乱立で各社は消耗戦に突入した。
⦿ｱｼﾞｱはLCCが最大の航空会社である国も多い（〇はﾌﾙｻｰﾋﾞｽ、◎はLCC）
　　ｲﾝﾄﾞ＝〇ｴｱ・ｲﾝﾃﾞｨｱ（旅客数2132万人）◎ｲﾝﾃﾞｨｺﾞ（4786）
　　ﾀｲ＝〇ﾀｲ国際航空（1890）◎ﾀｲ・ｴｱｱｼﾞｱ（1967）
　　ﾍﾞﾄﾅﾑ＝〇ﾍﾞﾄﾅﾑ航空（2029）◎ﾍﾞﾄｼﾞｪｯﾄｴｱ（1555）
　　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＝〇ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ航空（1944）◎ｼﾞｪｯﾄｽﾀｰ・ｱｼﾞｱ（439）
　　ﾌｲﾘﾋﾟﾝ＝〇ﾌｲﾘﾋﾟﾝ航空（1446）◎ｾﾌﾞ・ﾊﾟｼﾌｨｯｸ航空（1844）
　　ﾏﾚｰｼｱ＝〇ﾏﾚｰｼｱ航空（1395）◎ｴｱｱｼﾞｱ（2980）
　　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝〇ｶﾞﾙｰﾀﾞ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ航空（2396）◎ﾗｲｵﾝ航空（3573）

＊人民元4ヵ月ぶり安値…「米国債売却」憶測も（中国が下落容認）
通商問題を巡る米国と中国の対立が激しくなり、人民元相場への下落圧力が強まってきた。中国
当局が輸出下支えを狙い、元安を容認しているとの見方がある。保有する米国債を売却するとの
臆測も漂う。米国の制裁関税に対する中国の報復関税の余地は小さい。金融面で米国との交渉
継続を優先する公算が大きい。
・中国の対米貿易（ﾓﾉ）は輸入よりも輸出の方が圧倒的に多い、このため関税引き上げのｶｰﾄﾞは
米国ほど持ち合わせてない。世界最高の約1兆１千億㌦に達する保有米国債の扱いが対米外交
における「抜かずの宝刀」だ。崔天凱駐米大使が「あらゆる選択肢を検討している」と述べ、含みを
持たせた。

＊中国ﾈｯﾄ2強　新たな成長模索…ｱﾘﾊﾞﾊﾞー地方都市を開拓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾃﾝｾﾝﾄー金融事業を強化
中国ﾈｯﾄ2強のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団と騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）が新たな成長を模索している。ｱﾘﾊﾞﾊﾞの業績は主
力のﾈｯﾄ通販に支えられて堅調だが、動画配信など多角化路線では苦戦する。ﾃﾝｾﾝﾄは稼ぎ頭の
ｹﾞｰﾑ事業に陰りが見え、金融事業などを強化する。東南ｱｼﾞｱなど海外でも稼ぐ成長戦略を描いて
いるが、GAFAとは収益性でなお開きがある。
・異形の膨張を続けてきた両社は膨大な個人情報を握り、中国政府と密接なつながりを保ってき
た。ただ巨大な国内市場に依存するあまり、海外展開でGAFAとの差が生まれた面は否定できな
い。
・富士通総研の金堅敏主席研究員は「外部環境の変化によっては戦略の見直しが必要になる」と
指摘する。
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＊ﾌｧｰｳｪｲ供給網　打撃…米、排除強化で圧力「世界92社から年670億㌦」
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権が15日、中国の通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）への製品供給を事実上禁じる
制裁措置に踏み切った。主力のｽﾏﾎや通信機器の生産が難しくなる可能性がある。
・欧州やｱｼﾞｱの複数の供給ﾒｰｶｰ関係者によると、ﾌｧｰｳェｲは代替の利かない米企業の半導体な
どは6～12ヵ月分の在庫を確保の模様だ。ただ実際の影響がどれだけ膨らむか読み切れない部分
もあるという。
・世界のﾌｧｰｳｪｲへの制裁は世界のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに影響する。
　中国（25社）、日本（11社）、米国（33社）、台湾（10社）、その他（13社）

＊ﾘｺｰ、中国から生産移管…米向け複合機　対中関税でﾀｲに
ﾘｺｰは今夏にも米国向け複合機の生産を中国からﾀｲへ全面移管する。「第4弾」の対象に複合機
が含まれるため、ﾀｲへの生産移管で影響を抑える。米中の関税合戦が収束する見通しが立たな
いなか、ほかの複合機大手も中国外への移管を検討しており、企業戦略への影響が広がってき
た。深圳では上位機種、ﾀｲではより廉価な機種を生産しているが、今後は米国向け製品の全量を
ﾀｲで生産。ﾘｺｰの19年3月期の複合機事業は約1兆864億円、米州地域が3割を占めている。
・複合機は日本勢が世界ｼｪｱの約7割を握る。

＊中国経済　底入れ遠く…米追加関税　危機感増す
中国経済に底入れの兆しが見えない。15日発表の4月の主な経済統計は消費、工業生産、投資が
いずれも減速した。成長鈍化で新規の雇用も減るなかで、米国による対中追加関税への懸念が強
まる。習近平指導部はｲﾝﾌﾗ投資の積み増しや金融緩和などの景気対策を追加で検討するとみら
れる。
追加の可能性・・習指導部は景気下支えの追加策に動く可能性が高い。経済運営の劉鶴副首相
は10日「金融、財政とも政策余地は十分にある」対策の柱は雇用に即効性があるｲﾝﾌﾗ投資になり
そうだ。みずほ総研の大和氏は「他国製品による中国製品の代替は3割。追加関税が長引けばさ
らに代替が進むため、減税しても企業の投資は増えにくい。ｲﾝﾌﾗ投資の伸びが対策の実効性を占
う」と話している。

＊「一帯一路、危険でない」…伊副首相の側近に聞く
ｲﾀﾘｱの与党、同盟党首のｻﾙﾋﾞｰﾆ副首相の側近、ﾁｪﾝﾃｨﾅｲｵ農業・食料・林業・観光相は都内で日
経新聞の取材に応じ、中国主導の「一帯一路」を「決して危険な内容でない」と評価した。ｲﾀﾘｱは主
要7ヵ国で初めて、一帯一路に参加する。中国の進出を警戒する米独仏などｲﾀﾘｱの同盟国に理解
を求めた。
・同盟は移民抑制を唱える極右政党で、ｻﾙﾍﾞｰﾆ氏もｲﾀﾘｱが一帯一路への参加で「中国の植民地
になる」と警告していた。連立を組むﾎﾟﾋﾟｭﾘｽﾞﾑ政党、五つ星運動の対中接近に配慮した。
・ｲﾀﾘｱの財政赤字が2019年に2.5%、20年には3.5%になると予測。

＊米の改革要求けん制…習氏『文明改造　強いるのは愚か』
習氏が提唱した初の試みであるｱｼﾞｱ地域「一帯一路」の文化交流ｲﾍﾞﾝﾄ「ｱｼﾞｱ文明対話」にはｱｼﾞ
ｱの47ヵ国などから約2千人が参加。中国の主要都市で展覧会や伝統芸能の披露、ｸﾞﾙﾒｲﾍﾞﾝﾄと
いった関連行事を8月にかけて開く。
・習氏は「自分たちの文明が優れていると考え、他の文明を改造しようとするのは愚かで災難だ」と
も発言。中国に構造改革を迫る米国への警戒感を示した。
・中国の価値観を広げ一帯一路圏の結びつきを強める外交行事と位置付ける。
・習氏は演説で「論語」、「千夜一夜」、「源氏物語」に触れ「人類の宝」と称賛。

＊武田社長　非中核事業の整理加速…「次は消化薬売却」
武田薬品工業のｸﾘｽﾄﾌ・ｳｪﾊﾞｰ社長はｱｲﾙﾗﾝﾄﾞの製薬大手ｼｬｲｱｰの買収で膨
らんだ製品群について「非中核事業の資産売却を今後も進めていく」と語った。
第1弾としてｽｲｽのﾉﾊﾞﾙﾃｨｽに眼科薬を売却する。次にはｼｬｲｱｰの消化器疾患
治療薬を売却予定。
・2020年3月期の連結最終損益は3800億円の赤字を見込む。赤字は想定通り。

＊対中交渉に「切り札」…先延ばし警戒「米、ﾌｧｰｳｪｲへの輸出禁止」
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権は15日、中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）に事実上の輸出禁止措置を発
動した。中国による貿易交渉の先延ばしを警戒し、「切り札」を出した形。中国の産業育成策「中国
製造2025」の最重要企業といえる同社への圧力強化は、６がつの20ヵ国・地域（G20)首脳会議に
向けて習近平国家主席に早期の譲歩を促す強烈なﾒｯｾｰｼﾞとなる。

＊調達先6割がｱｼﾞｱ勢…米制裁のﾌｧｰｳｪｲ　鴻海株など下落
米政府が15日、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）と米企業の取引を事実上禁じた。米ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽなどの資
料を基に日経新聞社が集計したところ、ﾌｧｰｳｪｲの主要ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ70社のうち、約6割がｱｼﾞｱに本拠
地を構える企業だった。上位10社もｱｼﾞｱ勢が席巻しており、ﾌｧｰｳｪｲに対する禁輸措置はｱｼﾞｱ企
業にも大きな影響を与えそうだ。
・ﾌｧｰｳｪｲの調達額に占める割合が最も高いのは台湾の鴻海精密工業のﾌｫｯｸｽｺﾝ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ・ｲ
ﾝﾀｰﾈｯﾄで約10%。通信機器などの組み立てを請け負っており、売上高に占めるﾌｧｰｳｪｲ向けも約1
割と大きい。
・「米中貿易摩擦は全世界に影響が及び、特に台湾には深刻だ」と郭台銘氏。
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＊「中国政府に仲裁求めず」ﾌｧｰｳｪｲCEO・任正非氏に一問一答
ーー米国の制裁による業績への影響は。
「ﾌｧｰｳｪｲの成長速度が鈍化は予想されるが、影響は部分的。2019年の売上高の伸び率は20%を
下まわる可能性がある」
ーーｸｱﾙｺﾑなど米企業からｽﾏﾎなどの生産に必要な半導体が調達できない。
「半導体製品を売ってくれないならそれでいい。準備は以前から進めている」
ーー今後、米政府と争うのか、和解か。
「中興通訊（ZTE）のように、米国の求めに応じて経営陣を刷新したり、監視を受け入れたりはしな
い。ZTEは中国政府に助けを求めたが、ﾌｧｰｳｪｲは仲裁を求めず、手を貸してもらうことも考えてい
ない」
－－次世代通信規格「5G」用の通信機器を世界で販売している。
「技術は自信があり、ﾌｧｰｳｪｲの製品を使わなければならない状況になっている。米国からここで生
産してほしいと言われても、行くことはない」
－－米国と中国の関係悪化をどうみるか。
「次々と貿易相手国を脅すような政策は企業からﾘｽｸをとる姿勢を奪い、米国も信用を失う。中国
にとっては経済改革の刺激になり、環境は良くなるのでは」

＊ﾐｬﾝﾏｰで５G…ZTE、新興国で巻き返し
中国の通信機器ﾒｰｶｰ大手の中興通訊（ZTE）は、ﾐｬﾝﾏｰでの次世代通信規格「５G」のｲﾝﾌﾗ整備
に向け、同国で携帯通信事業を手掛けるｶﾀｰﾙ系のｳｰﾚﾄﾞｩｰ
・ﾐｬﾝﾏｰと協力覚書を結んだと発表した。米国が安全保障上の懸念を理由に中国製機器の排除に
動くなか、新興国市場で幕返しを狙う動きといえそうだ。ﾐｬﾝﾏｰは４社の携帯通信事業者があり、い
ずれもﾌｧｰｳｪｲやZTEを利用。「導入ｺｽﾄが安い為」と指摘。

＊人民元　ﾄﾞﾙ覇権に一石…独自決済89ヵ国・地域の865銀行に
人民元の国際化を狙う中国独自の国際決済ｼｽﾃﾑが存在感を高めている。2015年10月の稼働
後、銀行の参加が89ヵ国・地域の865行に広がっていることが分かった。米国が経済制裁の対象と
したﾛｼｱやﾄﾙｺなどを取込み、18年の取引額は前年比8割増の26兆元（410兆円）に達した。米国の
対外強硬路線を逆手に取り、ﾄﾞﾙの覇権にくさびを打ち込み始めた。
・現在の国際決済は、ﾍﾞﾙｷﾞｰに本部を置く国際銀行間通信協会（SWIFT)のｼｽﾃﾑを通じて送金情
報をやりとりするのが主流だ。これに対し中央銀行の中国人民銀行が導入したのが人民元の「国
際銀行間決済ｼｽﾃﾑ」（CIPS）。今後も経済制裁の影響を避けたり、米国に国際取引を把握されな
いため、ﾄﾞﾙ以外の通貨で決済する手段確保の動きは広がる。

＊米制裁　ﾄﾞﾙ離れ招く…ﾛｼｱ・ｲﾗﾝ　代替決済探る
人民元建ての決済が広がる要因の一つに、米国が繰り出す金融制裁がある。ﾛｼｱやｲﾗﾝは制裁
の影響を回避するため米㌦に依存しない決済手段を模索する。中国独自の国際決済ｼｽﾃﾑの普
及は、長期的には基軸通貨㌦の地位を揺るがす可能性がある。2018年12月、地場の竜江銀行か
ら2200万元（約3億5千万円）の人民元紙幣が運び出され、ﾛｼｱとの国境を越えた。中ﾛ政府の合意
に基づき、人民元のﾛｼｱでの流通を促す試みだ。
・米国の制裁対象に指定された金融機関は貿易取引に伴うﾄﾞﾙ建て決済ができなくなる。ﾛｼｱのﾌﾟｰ
ﾁﾝ大統領は「世界中が㌦独占状態の危険性を認識している」と警戒感をあらわにする。

＊ｱｼﾞｱ通貨に下げ圧力…韓国㌆、２年4ヵ月ぶり安値
ｱｼﾞｱ通貨に下げ圧力が強まっている。米中の貿易をめぐり対立が激しさを増し、中国経済への打
撃の余波が及ぶとの見方から韓国㌆と台湾㌦が17日にそれぞれ2年4ヵ月ぶりの安値水準に下落
した。米利上げ停止をきっかけに新興国には資金が流入していたが、投資ﾏﾈｰのﾘｽｸ回避傾斜が
鮮明になっている。
＊韓国企業、37%減益…1～3月営業　対中輸出ふるわず
韓国企業の業績悪化が続く。韓国取引所は17日、上場企業573社の2019年1～3月期連結決算の
集計結果を発表した。米中貿易戦争の影響で韓国の輸出額の約4分の1を占める対中輸出がふる
わず、営業利益は前年同期より4割弱減った。韓国では米国の追加関税により韓国の対中輸出が
年1000億円縮小。
・韓国では1～3月の主要銘柄の業績が当初の想定より悪かったことで「景気の底打ちは意外と早
いかもしれないとの期待感が、逆に膨らんでいた」（証券）

＊住商、ｸﾞﾗﾌﾞと提携…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで個人物流
住友商事は東南ｱｼﾞｱ配車ｻｰﾋﾞｽ大手のｸﾞﾗﾌﾞと提携し、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで個人間の物流ｻｰﾋﾞｽに乗り出
す。ｸﾞﾗﾌﾞの登録ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰが消費者の自宅への集荷と配送を担当し、住商系の物流会社が同国内
の長距離輸送を請け負う。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでは宅配便の市場が伸びており、ｸﾞﾗﾌﾞの顧客基盤を活用して
需要を取り込む。
・ﾘｯﾎﾟｰ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ傘下の物流企業「ﾚｶ･ｶｸﾗﾌﾞﾅ・ﾛｼﾞｽﾃｯｸ」（RCL)の40%の株式を取得。1億４千万人
が登録するｸﾞﾗﾌﾞの利用者向けにｻｰﾋﾞｽを一気に拡大の狙い。

＊米国債2.2兆円売り越し…市場、関税への「報復」懸念
中国が米国債の圧縮に動いた。米財務省によると中国は3月に204億㌦（２兆２千億円）を売り越
し、保有額は２年ぶりの低水準になった。市場では米国の関税引き上げへの報復で、今後も米国
際の持ち高を減らすとの思惑がくすぶる。１６日は人民元の対㌦相場も元安で推移し、米中対立が
金融市場に及ぼす影響が一段と鮮明になっている。
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＊ｺﾛﾝﾎﾞ港　共同で開発…日・印・ｽﾘﾗﾝｶ「一帯一路」けん制
日本政府はｲﾝﾄﾞ、ｽﾘﾗﾝｶと共同で、ｽﾘﾗﾝｶにあるｺﾛﾝﾎﾞ港を共同開発する。夏までに3ヵ国で覚書を
交わし、2019年度中にも工事に着手する方針だ。ｺﾝﾃﾅの取扱量を増やし、南ｱｼﾞｱ地域の物流拡
大につなげる。
・「一帯一路」を進める中国の動きを睨みつつ、日本が唱える「自由で開かれたｲﾝﾄﾞ太平洋構想を」
後押しする。同国の海運貨物の9割を担うｺﾛﾝﾎﾞ港は欧州や中東、ｱﾌﾘｶとｱｼﾞｱを結ぶ海上物流の
一大拠点だ。
・中国からの巨額融資で整備されたｽﾘﾗﾝｶ南部のﾊﾝﾊﾞﾝﾄﾀ港は融資返済の見通しが立たず、99年
間にわたって港湾や周辺用地が中国に貸与される。
・日本のｼｰﾚｰﾝに位置する港湾機能が充実すれば、タンカー・商船の安全確保につながる。

＊ﾌｧﾐﾏ、中国事業に暗雲…情報開示巡り関係悪化「合弁先を提訴」
ファミリーﾏｰﾄの中国事業が大きく揺れている。2004年の進出以来、中国でｺﾝﾋﾞﾆ店舗数5位の規
模に成長したが、合弁相手である台湾系食品大手の頂新ｸﾞﾙｰﾌﾟに対し、関係が悪化している。頂
新側から合弁会社の財務情報などがﾌｧﾐﾏ側に適切に開示されなくなったことが理由。関係修復は
もはや困難で、ﾌｧﾐﾏは大幅な中国事業の戦略変更を余儀なくされそうだ。
・即席麺「康師傳」を傘下企業に持つ。14年に傘下の食品企業で廃油を原料に使った不祥事が発
覚し、社会問題に。ｱｻﾋGHD、ｶﾙﾋﾟｽ、伊藤忠商事などが頂新を過去ﾊﾟｰﾄﾅｰに選んできたが、相次
いで提携を解消した。

＊ｲﾝﾄﾞ自動車、巨額の赤字…英子会社　ｼﾞｬｶﾞｰ売却観測
大手のﾀﾀ自動車が20日発表した2019年3月期の最終損益は、2882億ﾙﾋﾞｰ（約4550億円）の赤字
だった。前の期は898億ﾙﾋﾞｰの黒字。最終赤字は金融危機で販売が大きく落ち込んだ09年3月期
以来となる。英子会社ｼﾞｬｶﾞｰ・ﾗﾝﾄﾞﾛｰﾊﾞｰ（JLR)が中国での販売不振などを理由に約4340億円の
減損損失を計上したことが響いた。ｲﾝﾄﾞの新車販売は18年11月から前年割れが続く、4月は15%
減。

＊東南ｱ成長、米中が重荷…輸出落ち込み大きく「10年ぶり低水準」
東南ｱｼﾞｱ主要国の経済成長が二極化している。米中貿易戦争や中国の経済減速の影響が各国
で異なるためで、打撃の大きいｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙやﾀｲの成長率はそれぞれ約10年ぶり、約4年ぶりの低水
準になった。一方、中国に代わる輸出拠点としての存在感が増すﾍﾞﾄﾅﾑは7%近い成長を維持して
おり、明暗がはっきり分かれている。

＊企業業績　米中で明暗…貿易戦争、世界経済に重荷
世界の上場企業の業績で米国と中国の明暗が鮮明になっている。2018年度は米国企業が２桁の
増益を続ける一方、中国企業は17年の2割増益から18年は3%増へと急ﾌﾞﾚｰｷがかかった。中国は
過剰債務の圧縮で経済活動が停滞し、米中貿易戦争の負の影響が追い打ちをかける。世界全体
の上場企業の増益率は3%と17年（29%増）から縮小した。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな株式相場は昨年末から回復傾
向だが主因は金融政策の緩和方向への転換だ。業績面では下押し圧力が強まる。
・米主要企業の19年1～3月期純利益は11四半期ぶりの減益になった。減益は7～9月期まで3四半
期連続で続く見通しだ。米ﾌｫｰﾄﾞ・ﾓｰﾀｰは7千人の削減に踏み切る。18年度まで堅調だった米国も
貿易戦争の影響を免れない。
＊業績裏付け欠く株高・・企業業績の伸びが鈍化する一方で、株価は2019年に入ってから復調し
ている。株価復調をけん引したのは、米欧中をはじめとする主要国・地域の金融政策の転換だ。世
界の業績見通しについて「回復に向かうという確信はまだ持てない」（ﾋﾟｸﾃ投信投資顧問の松元浩
常務執行役）

＊貿易戦争　市場は米優勢…株・ﾄﾞﾙ高値圏「中国は資本流出懸念」
米国と中国の金融市場で、両国の貿易戦争を巡る反応の違いが鮮明になってきた。米国は内需
主導の景気拡大に期待が強く、株式市場や㌦への資金流入が加速し始めた。一方、中国景気の
先行きには懸念が深く株価や人民元の相場は軟調だ。米中の首脳は市場の動きに敏感で、足元
の非対称性が続けば、通商交渉にも影響しそうだ。

＊先端技術　日米欧で開発…量子技術など、中国に対抗
⦿量子技術が巡る国際競争が活発化している
 米国 ＝・2018年に量子情報科学の国家戦略概要を策定。・19年から5年間で
　　　　　　13億㌦（約1400億円）規模を投じる計画
　EU　 ＝・17年に欧州委員会が報告書を取りまとめ。・18年から10年間で10億
　　　　　　ﾕｰﾛ（約1200億円）規模の研究開発を計画
　ﾄﾞｲﾂ ＝・18年に「量子技術の基本計画」を決定。・21年までに研究開発に6.5億
　　　　　　ﾕｰﾛ（約800億円）を投じる計画
　中国 ＝・16年に量子通信と量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを重大科学技術ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに位置
　　　　　　　づけ。・20年に安徽省に巨大な研究拠点が完成予定
　日本　＝・量子技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略（仮称）を年内にまとめる予定。・20年度予算
　　　　　　　で研究開発拠点の新設を検討
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＊米、人民元安けん制…為替誘導国に相殺関税検討
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権が中国による人民元安への誘導を強くけん制し始めた。米商務省は23日、輸入品の
不当廉売に関税を課す相殺関税制度を見直し、貿易相手国の為替介入も「不当な補助金」とみな
して税率を上乗せする検討に入った。通商と為替をからめた異例の措置で、日本にとっても将来の
為替介入の余地を狭める可能性がある。

＊中国向け受注48%減…工作機械4月　米中摩擦を警戒
日本工作機械工業会が23日発表した4月の工作機械受注額によると、中国向けの受注額は前年
同月比48.7%減の156億円で14ヵ月連続で前年割れとなった。下げ幅は3月の44.0%から拡大した。5
月に入ってからの米中の貿易摩擦の激化への警戒感が増しており、先行きを不安視する声が出て
いる。中国向けは外需の約2割を占める。前年が好調だった反動もあって、幅広い分野で50%前後
減少。飯村会長は「中国の内需の環境は整備され、これ以上下がらない」と述べる。

＊ｱｼﾞｱ配車　質の戦い…急成長で人材難や事故
ｱｼﾞｱの配車大手が相次ぎｻｰﾋﾞｽの品質向上に動き出した。中国最大手の滴滴出向は多くの車両
と運転手を抱える企業を支援するｼｽﾃﾑを開発。東南ｱｼﾞｱ最大手のｸﾞﾗﾌﾞは有料運転手の認定制
度を導入した。配車ｻｰﾋﾞｽは急成長のひずみで人材確保などの課題が浮上している。巨大市場を
巡る各社の戦いは品質を競う新たなｽﾃｰｼﾞに突入する。

＊中国、対米持久戦の構え…「長征」主張も、国内に異論
中国の習近平指導部が米国との貿易戦争を巡り、国内に持久戦への備えを呼びかけている。
・習氏は米中摩擦を長征に準え、持久戦への備えを国民に求めたとみられる。
長征＝
国民党軍に敗れた共産党軍が拠点の江西省瑞金を放棄し、1934年から1万2500㎞を歩いたのが
長征だ。新たな長い道のりが始まったという。
・日中戦争に例える意見もある。党中央所管の光明日報は「強い圧力をかけて中国に不利な協定
の締結に迫る米国の手法が当時の日本と似ると主張。建国の父、毛沢東氏が日中戦争時に「持
久戦論」を唱えた事実に引っ掛け、国民に持久戦を呼び掛ける狙いがありそうだ。

＊『ﾌｧｰｳｪｲ』ｽﾏﾎ開発　困難に…英ｱｰﾑが取引停止
中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）への米国の輸出禁止措置が同社のｽﾏﾎ戦略の根幹を揺るがし始め
た。中核半導体の技術を握る英半導体設計大手ｱｰﾑHDが取引停止の方針を決め、新規開発が
困難になったとの見方が広がっている。
・ｱｰﾑはｽﾏﾎ用半導体の設計で9割のｼｪｱを持ち、同社の技術なしにｽﾏﾎを製造するのは困難とさ
れる。ﾌｧｰｳｪｲもｽﾏﾎに使う中核半導体「ｷﾘﾝ」を内製化しているが、基盤技術はｱｰﾑからﾗｲｾﾝｽ供
与を受けている。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ初の国産車…ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ、来月発売
自動車市場に参入するﾍﾞﾄﾅﾑの複合企業最大手、ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟは6月に小型乗用車を発売する。同
国初の国産ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ車として品ぞろえを増やし、9月までにSUV、ｾﾀﾞﾝﾀｲﾌﾟも売り出す。すでに14ヵ国
で品質や安全性の検査を受けており、本格的な輸出も検討しているもようだ。

＊米のﾌｧｰｳｪｲ輸出規制…「供給網に破壊的影響」
　　　　　　　　　　　　　　　　　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ経済開発庁長官　ﾍﾞｰ･ｽﾜﾝｼﾞﾝ長官
ﾌｧｰｳｪｲへの米国輸出禁止措置がｱｼﾞｱのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに「破壊的な影響を与える」と懸念を示した。
ｱｼﾞｱ各国で「５G」の導入時期が遅れる可能性を指摘。
・ﾍﾞｰ氏は「ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙはﾋﾞｼﾞﾈｽを客観的な方法で運営し続けたい」と述べ、国益を害する客観的な
証拠が見つからない限り、ﾌｧｰｳｪｲへの投資規制などに踏み切らないとの認識を示した。
・ﾍﾞｰ氏は経済成長や雇用創出に好影響を与えると判断出来る場合は、今後も国籍に関係なく投
資を受け入れる方針を説明。
・貿易摩擦がｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに与える影響は18年並みの直接投資の件数を確保が可。

＊中国政府、車販売に刺激策…ﾅﾝﾊﾞｰ発給制限の緩和検討
中国政府が新車販売のﾃｺ入れに乗り出す。農村での販売補助制度導入や中古車輸出の解禁に
加え、北京市や上海市などのﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ発給制限を緩和する方向で検討に入った。1～4月の新
車販売台数は1割減と落ち込みが続いている。国内総生産（GDP)の約1割を担う車産業を支援して
景気を刺激し、米国との摩擦の長期化にも備える。

＊米、地下鉄車両にも矛先…中国中車の応札、阻止法案
米連邦議会で中国企業への警戒が鉄道車両にも広がっている。首都ﾜｼﾝﾄﾝの地下鉄で世界最大
手の中国車輛ﾒｰｶｰ、中国中車の入札を事実上禁じる法案が提出された。車両に設ける監視ｼｽﾃ
ﾑがｽﾊﾟｲ活動に使われるとの疑念が根強い。
・中国勢が米国で鉄道車両を手掛けることへの抵抗感は与野党を問わない。超党派議員はこのほ
ど上下院で全米ﾚﾍﾞﾙで調達を阻止する法案を出した。「中国の国有企業であり、中国政府が映像
や音声の収集に使う懸念がある」と話す。
・中国は補助金など豊富な政府支援を武器に「利益を心配することがない」ため安値攻勢を仕掛け
られる。安保を持ち出しつつ「不公正な競争で米国企業が敗れて雇用が失われた」と主張すれば
有権者の理解も得やすい。
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＊中国、EV覇権へ部品網…電池やﾓｰﾀｰ、国産比率8割を狙う
中国が官民を挙げ、ﾊｲﾃｸ産業育成策「中国製造2025」を推進している。この構想を米中貿易戦争
の争点に据える米国の批判を前に中国は低姿勢を装うが、10の重点分野で目標に向け着々と動
く。重点分野の一つ「新ｴﾈﾙｷﾞｰ車」では電気自動車（EV）用電池に続き、駆動ﾓｰﾀｰや自動運転の
基幹部品でも有力ﾒｰｶｰが台頭。
・中国の新車販売は18年で2800万台で減速気味だが、世界最大。
・中国は20年に新ｴﾈ車の補助金廃止。官製需要で膨らんだ市場は自律成長へ。

＊中国、ﾚｱｱｰｽでけん制…禁輸示唆　米、輸入の8割依存
中国が電気自動車（EV)やﾃﾞｼﾞﾀﾙ家電の部材に欠かせないﾚｱｱｰｽ（希土類）の禁輸をちらつかせ
て米国へのけん制を強めている。中国は世界生産の7割を握り、米国は輸入の8割を中国に依存し
ている。貿易戦争の激化に歯止めがかからないなか、中国にとって輸出規制は米国に対抗するｶｰ
ﾄﾞになりそうだ。副作用を伴うもろ刃の剣でもある。ｾﾘｳﾑ（排ｶﾞｽ触媒等）96%、ﾗﾝﾀﾝ（ﾚﾝｽﾞ透過率）
87%、ﾈｵｼﾞﾑ（ﾓｰﾀｰ磁石）87%を中国に依存。

＊NEC、AI創薬参入…年内に仏社と臨床試験
NECは27日、人工知能（AI)を活用する創薬事業に本格参入すると発表した。第1弾として患者のが
ん細胞をAIで調べ、専用のﾜｸﾁﾝをつくるｵｰﾀﾞｰﾒｰﾄﾞ型の治療法をﾌﾗﾝｽのﾊﾞｲｵ企業ﾄﾗﾝｽｼﾞｰﾝと共
同開発する。臨床試験を欧米で2019年中に始める。実用化すれば従来の薬よりも高い効果が見
込める。再発した卵巣がんと、頭頚部がんを治験の対象にする。実用化は25年以降の見通し。

＊ﾊﾟｿｺﾝ生産、中国外へ…ｼｬｰﾌﾟ社長表明　複合機に続く
⦿ｼｬｰﾌﾟの戴正呉会長兼社長の主な発言
　◦米国向けの複合機やﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝなどの生産について中国からの移管を検討
　◦2020年以降に社長交代も。自身は21年度までは会長留任
　◦共同CEOの決裁権限を拡大。後継者の育成も視野
　◦高精細映像「８K」などの独自技術を生かしたﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略を推進
　◦ﾌｧｰｳｪｲ製ｽﾏﾎの発売延期の動きは「ﾁｬﾝｽにもなる」

＊高額薬に「挑戦状」…ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞﾘｰﾑに製薬大手が列「薬候補1時間で量産」
白血病治療薬「ｷﾑﾘｱ」など、1回数千万円かかる高額薬が相次いでいる。この状
況を逆手に、成長を続けるｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟがある。ｱﾐﾉ酸を自在に組み合わせ、「安くてよく効く医薬品」
の候補を生み出すﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞﾘｰﾑだ。創薬の常識を一変させる可能性を持ち、世界の製薬大手が提
携を求めて列をなす。
・ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞはﾀﾝﾊﾟｸ質の断片で、ｱﾐﾉ酸が結合したもの。ｲﾝｽﾘﾝもその一種だ。通常のﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞは口か
ら摂取すると消化されてしまうが、同社が特許を持つ特殊な物質を使うと、体内で分解されにくく、
病気の原因になるﾀﾝﾊﾟｸ質にだけ、強力にくっつく特殊ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞを製造できる。

＊米、為替でも中国に圧力…報告書、人民元政策に「深く失望」
米財務省は28日公表した半期為替報告書で、中国の通貨政策に「深く失望した」と表明した。為替
介入の実績が示されず、運営が不透明と指摘した。制裁対象とする「為替操作国」への指定は見
送ったが、6ヵ月かけて再検討するとした。米中戦争が激化するなかで、為替問題を対中交渉ｶｰﾄﾞ
として温存する思惑がありそう。

＊中国違法鋼材、市況かく乱…鉄冷え元凶「地上鋼」当局摘発緩む？
中国の鉄鋼業界で、くず鉄を溶かして固めただけの粗悪な違法鋼材「地上鋼」が復活し始めた。地
上鋼は国際市況を混乱させる中国の過剰生産の一因とされ、中国政府はいったんは一掃した。た
だ鉄鋼価格が一時上昇し政府の締め付けが緩んだことを受け、地方の一部の業者が再び地上鋼
の生産に動いている。米中貿易戦争に引っ張られるように鉄鋼価格は足元で再び下落しつつあ
る。粗悪な地上鋼が再び増加すると、過剰生産となり、国際的な市況にも影響を与えかねない。

＊ﾄﾖﾀ、ﾐｬﾝﾏｰに工場…新車市場再び現地生産へ
ﾄﾖﾀ自動車はﾐｬﾝﾏｰに自動車の組み立て工場を建設する。これまでは完成車を輸入していたが現
地生産車への税制優遇などで競争が厳しくなってきた。ﾐｬﾝﾏｰは雇用創出が見込める自動車産業
に熱視線を注ぐ。中古車への輸入規制で新車販売が伸び始めており、ﾄﾖﾀは今後の成長に期待し
ている。
・これまで5社が同国で自動車生産を始めた。ｽｽﾞｷのほか、13年に韓国の起亜、17年に日産、19
年に韓国の現代が工場を設けた。中国の新興ﾒｰｶｰも現地生産を目指している。今後は部品産業
の育成が課題となる。

＊東南ｱ・印新興勢…調達額　中国越え（1～3月、5%増7800億円）
ｱｼﾞｱのｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業の資金調達で東南ｱｼﾞｱやｲﾝﾄﾞの存在感が増している。2019年1～3月期に、
中国を除くｱｼﾞｱ大洋州地域の調達額が約5年ぶり中国を抜いた。米中貿易戦争の影響で景気の
先行きに不透明感が出る中国に替わり、ｲﾝﾄﾞや東南ｱｼﾞｱの周辺国に成長企業への投資資金が流
れ始めたようだ。
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＊英ｱｰﾑ「米規制順守」…ﾌｧｰｳｪｲ　取引停止示唆
ｱｰﾑHDのｲｱﾝ・ｽﾑｽ副社長は台湾。台北市で日経新聞の取材に応じた。
ﾌｧｰｳｪｲとの取引について「米の規制を順守しなければならない」と述べた。ﾌｧｰｳｪｲを「価値ある
ﾊﾟｰﾄﾅｰ」としつつ、取引を停止したことを示唆した。
・ｽﾐｽ氏は「多くのﾊﾟｰﾄﾅｰが簡単に利用できるﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを広げ、独自のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを築いた」こ
とが成功の理由と述べ、ﾓﾊﾞｲﾙ機器向け半導体でのｼｪｱは「9割を超える」と強調した。
・米ｸﾞｰｸﾞﾙのｽﾏﾎ用基本ｿﾌﾄ（OS)「ｱﾝﾄﾞﾛｲﾄﾞ」はｱｰﾑや米ｲﾝﾃﾙなどが手掛ける半導体技術にのみ
対応する。ｱｰﾑの技術に頼らない製品を独自開発しても、ｿﾌﾄや機器の規格への対応が障壁にな
る可能性がある。

＊米中「冷戦」ｱｼﾞｱが危機感…米の保護主義路線を批判
30日に都内で開幕したｱｼﾞｱの政治・経済について討議する第25回国際交流会議
「ｱｼﾞｱの未来」（日経新聞社主催）は、通商や安全保障を巡る覇権争いで対立を深める米中関係
について、各国の首脳や閣僚から懸念の声が相次いだ。ｱｼﾞｱ各国は米中のどちらかにくみするﾘｽ
ｸを避けたい。本格的な「冷戦」に発展するまえに、早期に対立の出口を求める発言が続いた。
⦿米中対立を巡る発言
・ﾏﾊﾃｨｰﾙ首相（ﾏﾚｰｼｱ）＝「2頭の巨大な象が戦うと踏みつけられるのは、その下の草だ。米中の
戦争は選択肢としてあってはいけない。解決にはならない」
・ﾌﾝ･ｾﾝ首相（ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ）＝「（最終的には）追加関税を課された製品を購入する米国民がﾀﾞﾒｰｼﾞを
受ける」
・ﾊｼﾅ首相（ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ）＝「関税が引き上げられれば経済成長は減速。どう保護主義に対応でき
るか議論を期待する」
・ﾍﾝ･ｽｲｷｬｯﾄ副首相（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）＝「米中関係は解決策が見えない。米国は新しい現実を受け入
れ、中国の台頭に適用しなければいけない」
・ﾌｧﾑ･ﾋﾞﾝ･ﾐﾝ副首相（ﾍﾞﾄﾅﾑ）＝「米中は最大の貿易相手国。保護主義、貿易摩擦は必ず、影響が
出る」


